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傍聴される方へ

第 7回 がん診療連携拠点病院の指定 に関す る検討会

議事次第
1.事務局の指定した場所以外の場所に立ち入ることはできません。

2.,ア ラーム付き時計、携帯電話、ポケットベル等音の出る機器については、音の出                             日 時 :平成 23年 2月 10日 (木 )
ないようにしてください。                                                                         13 :00～ 16 :00

場 所 :厚 生 労 llll省 17階
3.写真撮影やビデオカメラ等の使用は事務局の指示に従つてください。                                      専用 第 18～ 20会 議 室

4 会議場における言論に対して賛否を表明し、又は拍手することはできません。
議 事 次 第

5.傍聴中、会場内での食事及び喫煙は御遠慮ください。

1 開会
6、 静粛を旨とし、会議の妨害となるような行為は慎んでください。

2 議題
フ.会議中の退席は慎んでください。                              (1)新 規指定推薦の医療機関について

(2)前回の検討会における条件付き指定について

8.銃器その他の危険なものを持つている方、酒気を帯びている方、その他秩序維持
のため必要があると認められる方の傍聴はお断りいたします。

資料 1 指定要件に基づ くがん診療連携拠点病院の指定の考え方
以上の事項に違反したときは、退場していただくことがあります              資料 2 平成 23年度 都道府県 。2次医療圏別の推 1専状況一覧

資料 3 新規指定推薦の医療機関について
資料 4 都道府県説明資 131(議事 (1),(2))
資料 5 第 6回 がん診療連携拠点病院の指定に関する検討会概要
資料 6 がん診療連携拠点病院についての集中審議開催状況について

参考資料 がん診療連携拠点病院関係基礎資料



指定要件に基づくがん診療連携拠点病院の指定の考え方

二 指定要件の充足状況

○ 指定に当たっては、原則、「がん診療連携拠点病院の整備についてJ(平
成20年 3月 1日付け健発第0301001号 厚生労働省健康局長通知、平成22
年 3月 31日 一部改正)(以下「指針」という。)に定める必須要件を充
足していることとする。

2 2次 医療圏数を超える数の医療機関ががん診療連携拠点病院に指定され
ることとなる場合

地域がん診療連携拠点病院にあっては、 2次医療圏 (都道府県がん診療
連携拠点病院が整備されている2次医療圏を除く。)に 1カ 所整備するも
のとする。ただし、当該都道府県におけるがん診療の質の向上及びがん
診療の連携協力体制の整備がよリー層図られることが萌確である場合に
は、この限りではないものとする。(指針去粋)

0 2次医療圏数を超える数の医療機関ががん診療連携拠点病院に指定さ
れることによる、当該医療圏や都道府県のがん診療体制における相乗効
果が、都道府県の推薦意見書に数値目標などを用い記載されていること
とする。

O なお、2次医療日数を超える数の医療機関をがん診療連携拠点病院に
指定する理由として、単に人口が多いということだけでなく、がん患者
の通院圏域、がん診療連携拠点病院間の機能的役割分担、隣接する医療
日との目係等につし≧て、都道府県において十分な説明があることとする。
O また、都道府県は、拠点病院の運営が適切に行われるための体制を確
保するよう努めることとする。

△
旦

O 都道府県がん診療連携拠点病院は、都道府県に1カ 所整備することと
されているが、理道歴星がん診療連携拠点病院が 2医療機関となること
による両医療機関の機能的役割分担、相乗効果等について、都道府県の
推薦意見書に数値目標を用いて記載されているなど十分な説明があるこ
ととする。

置□

※着色部分は空自の医療□ 都道府県がん診療連携拠点鋼院
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新規指定推薦の医療機関について    ‐

① 空自の2次医療日(以下「医療圏」という)から新規推薦があり、医療圏数を超えない都道府県
(がん診療連携拠点病院 (以下「拠点病院」という)数の増加)□

19.山梨県 富士吉田市立病院 (富士。東部医療圏)を新規推薦 4医療圏に対し4病院  .

② 既担定の医療日から駈規推薦があり、医療圏数を超えない都道府県

(拠点病院数の増加)巨亘ヨ

ト.北海J (独 )函館病院 (南渡島医療国内に2病院→3病院)を新規推薦
′     21医 療日に対し21病院

レ.青森劇 十和田市立中央病院 (上十三医療圏内に1病院→2病院)を新規推薦
6医療圏に対し6病院

卜.茨城劇  (独)水戸医療センタニ (水戸医療国内に1病院→2病院)を新規推薦
9医療日に対し9病院

陣 .熊本県1 健康保険八代総合病院 (八代医療圏内に1病院→2病院)を新規推薦
11医療圏に対し9病院       ,

16.鹿児島県1 鹿児島市立病院及び

公益財団法人昭和会 今給黎総合病院 くいまきいれ そうごうびょういん)

、       (鹿 児島医療国内に2病院→4病院)を新規推薦

9医療日に対し9病院

卜4,大分県| ■津市立中津市民病院(北部医療国内に1病院)を新規推薦
(独 )大分医療センタ■(中部医療圏内に4病院→o病院)を新規推薦

6医療日に対し8病院

卜3.東京割  (独)東京医療センター(区西南部医療圏内に1病院-2病院)
慶應義塾大学病院及び東京医科大学病院(区西部医療圏内に1病院→3病院)

東京都立多摩総合医療センター(北多摩南部医療国内に2病院‐3病院)

公立昭和病院 (北多摩北部医療囲内)を新規推薦

13医療日に対し21病院

(拠点病院数の増加)巨彊園

|.栃木県1 足利赤十字病院(両毛医療国内に1病院→2病院)を新規推薦
5医療圏に対し7病院

14.神奈川県 昭和大学横浜北部病院(横浜北部医療国内に1病院→2病院)
独立行政法人労働者健康福祉機構 関東労災病院(,:1崎南部医療圏内に1病院→

2病院)を新規推薦

5医療圏に対し7病院

レ7.大阪川 高槻赤十字病院(三島医療圏内に1病院→2病院)を新規推薦
8医療圏に対し15病院

④

③



資料4

新規指定推薦のある都道府県

19.山梨県、1.北海道、 2:青森県、
8口 茨城県、43口 熊本県、46.鹿児島県、
44.′ 大分県、13日 東京者「、0.栃木県、
14.:神奈川県、27口 大阪府

19.山 梨 県
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山梨県 平成 22年 4月 1日現在の指定状況と患者受暮冨嘉平

①山梨県立中央病院★(平成22年 4月 1日 )
②山梨大学医学部附属病院(平成22年4月 1日 )
③市立甲府病院(平成22年4月 1日 )

※()内は平成21年 10月 末提出の数値、下段は平成22年 10月 末提出の数値
※一枚につき11病院を超える場合には、2枚にわたって表を作成してください。
4～ 7月の実績となる。 ※2については、ESD+ERRの合計数を記載すること。

※申請区分は資料3の作成要領を参照のこと
※1については、H21年度は6～ 7月 、H22年度は

峡東医療圏に住むがん患者は、
中北医療圏で受診。
主に③の病院でカバー。

富士・東部医療田に住むがん患者は、
拠点病院の再指定を目指す富士吉
田市立病院や中北医療日の病院等

で受診。

峡南医療圏に住むがん患者は、
中北医療圏で受診。
主に②の病院でカバー。

謳鵬
∝明

甲 BI

区分
病院名 年 同 人 瞬 思

者数の状況
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山梨県 平成23年度のキ旨定推薦等状況と想定される患者受療

'著

撃
∃

①山梨県立中央病院☆(現況)
②山梨大学医学部附属病院(現況)
③市立甲府病院(現況)
④富士吉田市立病院(新規)

資料4-1
今回の指定推薦等に係る山梨県の考え方

今回の推薦 :新規1病院 4医療圏 4病院体制

峡東医療圏に住むがん患者は、
中北医療圏へ受診。
主に③の病院でカバー。

④の病院が再指定を目指し、富
士。東部医療圏のがん患者の
受け入れ体制を強化・充実

峡南医療国に住むがん患者は、
中北医療田へ受診。
主に②の病院でカバー。

ての医療圏において、質の高いが万医票目目

「

ア覆更雨疑菅るF天下再雇頭雨両面
図ることは重要と認識

○ 高度で専門的な医療機関が、中北医療圏に集中しており、二次医療圏ごとに拠点病院が整備
できていない

○ 特に、富±0東部医療日においては、医療資源が充実する中北医療圏との格差があるととも
に、地理的条件から、がん患者が中北医療圏の医療機関を利用しにくい状況

《再指定を目指して今回推薦 (富士・東部医療口富士吉田市立病院)》
富士吉田市立病院が行うがん診鷹体制の強

`じ

・充実に対して、積極的に支援し、自目域内で
がん医療を完結できる体制を構築

峡東医療日と峡南医療日については、立地状況や患者の受療動向等の観点から、これらの地域を
中北医療囲内の病院でカバーする体制を維持



中
北
医
療
圏
　
一　
峡
南
医
療
圏
　
一　
峡
東
医
療
圏
　
一富
士

。
東
部
医
療

_ (平成 21年度 ) (平成 22年度)

山梨大学医学部附属病院がカバー

市立甲府病院がカバー

資料4-2
がん診療連携拠点病院の現状と今後

1。 Jヒ 海 道



③北海道がんセンター★
④札幌医科大学附属病院
⑤北海道大学病院
⑥市立札幌病院
⑦手稲渓仁会病院
③札幌厚生病院
⑨KKR札幌医療センター
⑩恵佑会札幌病院
①砂川市立病院
⑫日鋼記念病院
⑬王字総合病院

北海道 平成 22年 4月 と患者受療

※
言『履rξ雪言星呈臓と         。
■Dは、第二次医療圏名。
太線は、第二次医療日の境界。

資料2-1上段のがっこ内は平成21年 10月末提出の数慎、下段は平成22年 10月末提出の数値。
(※ )は、H21年度は6～ 7月、H22年度は4～ 7月の実績。

上川北部、富良野、留萌、宗谷の
各医療圏のがん患者は、⑭～⑩の
3病院が連携してカバー.

遠紋医療圏のがん患者はt
北網医療圏の①の病院で
カバー。

室央の空白医療圏
(後志、南空知、北
空知、日高)及び他
の第二次医療圏から
受療するがん患者を
カバーするため、札
幌医療圏に、③～⑩
の複数の拠点病院を

根室医療圏のがん
患者は、剣1路医療
圏の⑩及び⑩の2
病院が連携してカ
バー。

南檜山及び

基票昌霧祟:
ん患著は、
南渡島医療
日の①及び
②の2病院
が連携して
力′ヽ一。
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上段のかつこ内は平成21年 10月末提出の数値、下段は平成22年 10月末提出の数値。
(※ )は、H21 6～ 7月 Hヽ2

北海道 平成23年度の指定推薦等状況と想定される患者受療

平 §|」[l倉言
病院

※ 今回新規推薦の 1病院以外は、
III:は、空自の第二次医療圏。

■日は、第二次医療圏名。
太線は、第二次医療圏の境界。

上川北部、富良野、留萌、宗谷の
各医療日のがん患者は、①～①の
3病院が連携してカバー。

遠紋医療日のがん患者は、
北網医療圏の①の病院で
カバー。

道央の空白医療圏 (後志、
南空知、北空知、日高)
及び他の第二次医療日か
ら受療するがん患者をカ
バーするため、札幌医療
圏に、③～⑩の複数の拠
点病院を整備。

根室医療日のがん患者
は、釧路医療日の①及
び①の2病院が連携し
てカバー。

□
⑩

鰯

道南第二次 |

医療日のが |

ん患者を南
‐

猛8霊 |

病院でカバ
ニする体制
が整備され
ている。

③北海道がんセンター★
④札幌医科大学附属病院
⑤北海道大学病院
⑥市立札幌病院
⑦手稲渓仁会病院
③札幌厚生病院
⑨KKR札幌医療センター
⑩恵佑会札幌病院
①砂川市立病院
⑫日鋼記念病院
⑬王子総合病院

すべて現況報告.



(2)

北海道におけるがん診療連携拠点病院の整備の考え方
(1)基本的な考え方

資料4-1

平成 23年度に向けた推薦の考え方
・ 道が策定した計画等の考え方沿つて、さらに地域がん診療連携拠点病院の整備を目指す。
・ 新規指定に向けては、国の整備指針に規定する必須指定要件のほか、次の評価項目に係る充足状況を加味した
総合評価を行い、外部評価も経て、最も相応しい病院 1か所を絞込み、推薦。             

‐
、

【推薦病院選定のポイントと評価項目】

選定のポイント 評価項目

① 専門的ながん医療の推進 。常勤が原則とされる専門医の確保 (放射線・化学療法。身体症状緩和・病理診断)

・年間入院がん患崎延べ人数が1,200人以上

② がん診療連携体制の確立 ・他の医療圏との連携体制の整備

③ がん患者に対する相談支援及び情報提供 ・空白医療圏への対応も念頭に置いた相談支援等の実施

【第二次医療圏の現状から見た整備の必要性】

二次医療日数 3 8 5 2 1 2 21

既指定拠点病院数 2 3 1 1 2 20

空白二次医療日数 2

`

4 1 1

指定要件充足病院数
(既指定分を除く)

1 4 5

今回新規推薦病院数 1 1

空白医療圏の割合が高い第
二次医療圏では、マンパ
ワ=。 移動コスト等の面か
ら、診療支援等に伴う拠点
病院の負担が大きく、がん
医療を担う医療機関の整
備。充実が望まれる。

資料 4-2
他の二次
医療日で
の受療
6 6%

【新入院のべがん患者数 (H22.4～ 7月 )】

肺 胃 大腸 l肝
函館病院 88i 34

市立 函館 1691  861  6(

函館五稜郭 13釧 19■ 591創

2 国立病院機構函館病院の新規推薦について
(1)道南第二次医療圏における国立病院機構函館病院の位置付け
・ 推薦病院の所在する「南渡島」第二次医療圏は、
隣接する「南檜山」「北渡島檜山」及び青森県北端
沿岸の一部とで形成する広域生活圏の中心に位置。
・ 空自医療圏となっている南檜山及び北渡島檜山の
入院がん轟者のうち,南桧山では58%、 北渡島桧山
では36%が南渡島圏で受療。      ′

・ 函館病院の病床数は、日域内で指定済み 2拠点病
院の半数程度であるが、肺がん、乳がん、食道がん
については、同程度以上の治療実績。
。 また、放射線治療のうち小線源治療や子宮頸がん
の腔内照射などは、日域内有数の実績.

(2)国立病院機構函館病院の特徴と新規指定の効果

区  分 計画等!Fお :する考え方
1ヒ海道医療計画 がんの医療連携圏域は、高度で専門的な医療サービスの提供を目指す圏域である第二次医療圏単位
北海道がん対策推運
計画

(計画期間中の整備目標)
都道府県がん診療連携拠点病院 1病院、 地域がん診療連携拠点病院 20病院

がん診療連携拠点
病院整備方針

国の整備指針に規定された指定要件を満たす病院が、特定の第二次医療圏に偏在している現状を踏まえ、未整備
の第二次医療圏をカバーする体制を構築するため、計画期間内においては、概ね第二次医療圏を基本に整備

哺
ｍ
二次医
療圏数 鯨融道南医療日 3

参
考

栃木県 7 5

島根県 5

【医療圏内の受療割合 (入院)】
医姜圏 割 合

`%〕遺南第二次医療田

1南渡島

1南檜山

l北渡島檜山

日立病院機構函館病院の特徴 新規指定により見込まれる効果

専門的な
がん医療
の推進

30年以上前から放射線療法を積極的に推進
H21年 12月 にリニアックの最新機器を導入
日本放射線学会認定医、病理専門医を各2名常勤配壼
日立がん研究センタ=中央病院レジデント卒業生を配置

道南第二次医療目における放射線療法の充実

縄履凍肴8畠羅
の拠点病院
|?連
携による集学的

"療

の

専門的、先進的ながん医療の導入推進

がん診療
連携体制
の確立

・パーチヤルレントゲジ室を整備・
接爆層層宮寡算彙雪彗客多顧重賞男1｀

ら、乳がん、子宮
・道南日初のリンパ浮腫外来の設置
。地書の医師に配慮した緩和研修会の開催

空白日城における国像診断支援体制の充実

際刀層属奮5嚇塁極線属8菫奮甲児臭
いがんや女性特有の

道央ロヘ通院していたがん患者の負担の大幅軽減
空白医療日における緩和ケア医療の充実

相談支援・

情報提供
・常勤専従相議員を3名配置
。空自医療日の自治体と連携した出張講演会の開催 :轟民雰露:援雀暴畠鯛肇薫[壼僣3を増吾墓皇笑甚異雷秀

がん検診受診率の向上 ―全道の受診率向上に寄与
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資料 1

青森県 平成 22年 4月 1日現在の指定状況と患者受療動向

森主円 県

①弘前大学医学部附属病院
(平成22年 4月 1日指定)
②八戸市立市民病院
(平成22年 4月 1日指定)
③青森県立中央病院★
(平成22月 4月 1日指定)
④三沢市立三沢病院
(平成22年 4月 1日指定)
⑤むつ総合病院
(平成22年 4月 1日 指定)

下北地域医療圏

上十二地域
医療圏に住
むがん患者
の一部は、青
森地域医療
圏へ受診する
ため、おもに

③の病院ヘ
流れている。

八戸地域医療圏

西北五地域医療圏
に住むがん患者は、
津軽地域及び青森
地域医療圏へ受診
するため、おもに①
の病院で、一部を③
の病院でカバーして
いる。

西北五

(空自の



※()内は平成21年 10月末提出の数値、下段は平成22年 10月 末提出の数値
※一枚につき11病院を超える場合には、2枚にわたって表を作成してくださいち
4～ 7月の実績となる。 ※2については、ESD+ERRの合計数を記載すること。

※申請区分は資料3の作成要領を参照のこと
※1については、H21年度は6～ 7月 、H22年度は
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青森県 平成23年度の指定推薦等状況と想定される患者受療動向

①弘前大学医学部附属病院
②八戸市立市民病院
③青森県立中央病院★
④三沢市立三沢病院
⑤むつ総合病院
⑥十和田市立中央病院

下北地域医療圏

上十三地域
医療圏では、
新たに⑥の病
院が指定され
たことで、④と
併せて圏域す
べてをカバー
する体制が整
備されている。
また、④は化
学療法、⑥は
緩和ケア及び
在宅医療とい
う特色を活か
した機能分担
が図られてい
る。

上十三地域医療圏

八戸地域医療圏

西北五地域医療
圏に住むがん患
者は、⑥の病院
が指定され③ヘ
の負担が軽減さ
れたことに伴い、
津軽地域及び青
森地域医療圏ヘ

受診するため、
おもに①及び③
の両病院でカ
バニする。
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         資料4__
今回の指定推薦等に係る青森県の考え方(1)

1 西北五地域医療圏(空白地域)
・圏域内に指定要件を満たす病院はない
。自治体病院機能再編成途中
,当面、弘大附属病院と県立中央病院でカ
バーせぎるを得ない

青森地域医療圏
・都道府県拠点病院である県立中央病院が日

馴 二 十二、十JLE療圏わ一部もカバー
・日城内に現在指定要件を満たす病院はない
が、地域拠点となり得る病院は存在

費盤報鷺牌蠣努惣・ し切れ
,他にがん医療を担える医療機関はない
。当面、現在の状態は変わらない

津軽地域医療圏
・弘大附属病院が日城をカバー
・西北五医療日の多くをカバ=
。日域内に指定要件を満たす病院はない

・三沢市立三沢病院単独では日域をカバーし切れず、県立中央病
院で一部をカバ■
・圏域内に指定要件を具備し、がん医療を担える医療機関は十和
田市立中

帥r lI埋歯知司

機能的分担
‐

-31-

今回の指定推薦等に係る青森県の考え方(2)  
料4

上十三地域医療圏
・二沢市立三沢病院及び十和田市立中央病院の2病院で日域をカバー
・下北医療日から県立中央病院に流れるがん患者の一部をカバー

■

八戸地域医療圏
・八戸市立市民病院が日域をカバー
・日域内に指定要件を満たす病院はない

十和田市立

中央病院

三沢市立
三沢病院

・在宅医療
・緩和ケア

・化学療法

圏域内市町村別受療動向
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茨8. 城

茨城県 平成22年度 4月 1日現在の指定状況と患者受療動向  資料 1

①県立中央病院★ (平成22年4月 1日 )

② (株)日立製作所日立総合病院 (平成22年4月 1日 )

③総合病院土浦協同病院 (平成22年 4月 1日 )

④岐波メディカltンター病院 (平成22年 4月 1日 )

⑤筑波大学附属病院 (平成22年 4月 1日 )

⑥東京医科大学茨城医療センタ
=(平
成22年4月 1日 )

⑦友愛記念病院 (平成22年4月
'日

)

③曖城西南医療センター病院 (平成22年 4月 1日 )

常陸大田・ひたちなか医療圏

(空自の医療日)
がん診療連携拠点病院の
整備が困難な筑西・下秦
保健医療日の西部の市町
のがん患者は,古河保健
医療ロヘ受診するため,
⑦及び③の病院でカバー
する。

地域の医療連携の中核を担い。ま城県地域が
んセンターである00病院と特定機能病院であり,
がん医療従事者の数青。研修等の人材青威.
医師の派遣さらに全県域のがん患者を対象に
高度な治療を提供する機能を果たしている⑤
の病院が連携・機能分担により対応.
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茨城県 平成23年度の指定推薦等状況と想定される患者受療動向 資料 3

①県立中央病院★ (現況)

② (株)日立製作所日立総合病院 (現況)

③総合病院土浦協同病院 (現況)

④筑波メテ・ィカ
"ン

ター病院 〈現況)

⑤筑波大学附属病院 (現況)

⑥東京医科大学茨城医療センター(現況)

⑦友愛le念病院 (現況)

③茨城西南医療センター病院 〈現況)

◎ (独)日立病院機構水戸医療センター(新規)

常陸大田・ひたちなか医療圏

(空自の医療日)

筑西・下妻医療日は,がん
診療連携拠点病院の指定
要件を充足できる病院が
なく。今後も隣接する古河
医療圏において指定を受
けている⑦及び③の病院
でカバーする。

常陸太田・ひたちなか医療圏及び鹿行
医療日は,がん診療連携拠点病院の指
定要件を充足できる病院がない。
③の (独 )日立病院機構水戸医療セン
ターががん診療連携拠点病院に指定さ
れることにより,常陸大田・ひたちな
か,鹿行医療日の2医療日をカバーす
る。

地域の医療連携の中核を担い,茨城県地域が
んセンターである④の病院と特定機能病院であり,
がん医療従事者の教育・研修等の人材育成。
医師の派遣さらに全県域のがん患者を対象に
高度な治療を提供する機能を果たしている⑤
の病院が連携・機能分担により対応。



今回の指定推薦に係る茨城県の考え方

○全ての県民がいつでも,どこでも安心して質の高いがん医療を受けることができるよう,がん医療水準の均てん化を推
進するため,茨城県総合がん対策推進会議の議論を踏まえ.がん診療連携拠点病院が指定されていない空自の医療圏であ
る常陸太田。ひたちなか医療圏及び鹿行医療圏をカバーする病院として,水戸医療圏に所在する独立行政法人国立病院機
構水戸医療センターを新規推薦することとした。

がん診療連携拠点病院間の機能的役割分担,がん患者の通院圏域

病院間の機能分担 (水戸医療圏)

県立中央病院 (県がん診療連携拠点病院)

0診療分野

我が国に多いがん及び肺がん,肝がん,膵が
ん等の進行・再発がんについて,患者の状態
に応じた集学的治療を提供。

O研修分野

水戸医療日の医療従事者を対象とした緩和ケ
ア・早期診断等の研修会を実施。

O相談支援

がんのビアカンセリング相談の実施。

(独)日立病院機構水戸医療センター

0診療分野

・主として常陸太田・ひたちなか医療圏及び
鹿行医療日に居住するがん患者の医療を担う。

・乳がん,食道がん。脳腫瘍.血液がん等に
ついて患者の状態に応じた集学的治療を提供。

O研修分野

常陸太田 。ひたちなか医療日及び鹿行医療圏
の緩和ケア研修,早期診断等の研修会を実施.

指定されることによる効果

0がん診療連携拠点病院のない空白
医療圏である,常陸太田・ひたちな
か医療圏,鹿行医療圏を (独)国立
病院機構水戸医療センターがカバニ

することにより,

。本県において,がん診療連携拠点
病院のない,空自の医療圏がカ
バーされる体制ができ,茨城県全
域のがん医療の均てん化を推進す
る体制が整う:      :

・がん医療における病病・病診連携
の推進が図られるとともに,地域
の医療従事者の緩和ケア,早期診
断等の研修会開催による人材育成
の推進が図られる。

・がん患者やその家族等からのがん
医療に関する相談支援体制の充実
も図られ両医療圏のがん医療水準
の向上が図られる。

がん患者の通院圏域

(独)日立病院機構水戸医療センター

0隣接医療圏の年間がん新入院患者

一論
平成21年の年間新入院がん患者数
2,139人 のうち,343人 (約40%)が
隣接する常陸太田・ひたちなか医療
圏や鹿行医療圏に居住するがん患者
である。
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資料4-2
茨城県のがん診療連携拠点病院の連携体制

多臓器にまたがる難治がん。進行 。再発がん。我が国に多いがん (肺,日 ,肝,大腸.乳)の治療に対応

特定機能病院 '

筑波大学附属病院
・がん診療連携拠点病院等の医師等に対する
高度のがん医療に関する研修の実施
・がん診療連携拠点病院への医師派遣

都道府県がん診療連携拠点病院
県立中央病院・茨城県地域がんセンター
・茨城県がん診療連携協議会の運営
・緩和ケア.各種研修に関する計画作成
・地域連携クリティカルバスの整備

我が国に多いがん (肺.鳳 肝,大腸,乳)を中心に治療を提供 5大がん以外に各病院が専門とするがんに対応

筑波大学附属病院
<機能分担>
・多臓器にまたが
進行 。再発がん 。希
に対し全県対応
がん医療に携わる医師の
派遣

筑波メディカ雌ンター病院
茨城県地域がんセンターとして
‖11年より高度ながん医療を
提供
く機能分担>
・県内病院の緩和ケア体制
の整備・普及に対し指導
的な役割

(株〉日製日
・茨城県地域がんセンターとして

県立中央病院・茨城県地域
がんセンター
く機能分担>
・肺がん,肝がん,膵がん。
等の進行 。再発がんの治療
・がんのビアカウンセリング
相談を実施するなど,相談

総合病院土浦協同病院
・茨城県地域がんじターとして
H7年 より高度ながん医療を
提供
・高度な放射線治療を提供

(独)日立病院機構
水戸医療センター
<機能分担>
・常睦大田・ひたちなか医療
圏。鷹行医療日をカバー
・乳がん,食遺がん。
血液がん (専門分野)

茨城西南医療センター病院
<機能分担>
・肺がん。鵬腫瘍,泌尿器
がん
。筑西・下妻医療日も含め
た医療従事者の研修会等



43.

熊本県 平成 22年 4月 1

県

資料1

日現在の指定状況と患者受療動向

鹿本医療日に住むがん患
者は、熊本医療田へ受診
するため、主に④の病院で
カバーする。

菊池医療口に住むがん患
者は、熊本医療圏へ受診
するため、主に③の病院で
カバーする。

阿蘇医療日に住むがん患
者は、熊本医療圏へ受診
するため、主に③の病院で
カバーする。

宇城医療日に住むがん患
者は、熊本医療圏へ受診
するため、主に⑤の病院で
カバーする。

上益城医療田

(空自の医療圏)

①国立大学法人
熊本大学医学部附属病院★
(平成22年4月 1日 )
②熊本市立熊本市民病院
(平成22年4月 1日 )
③熊本赤十字病院
(平成22年4月 1日 )・
④独立行政法人日立病院機構
熊本医療センター
(平成22年4月 1日 )
⑤社会福祉法人恩賜財団
済生会熊本病院
(平成22年4月 1日 )
⑥荒尾市民病院
(平成22年4月 1日 )
⑦独立行政法人労働者健康福祉機構
熊本労災病院
(平成22年4月 1日 )
③健康保険人吉総合病院
(平成22年4月 1日 )

上益城医療日に住むがん
患者は、熊本医療ロヘ受
診するため、主に②の病院
でカバーする。

自の医療日)



※()内は平成21年 10月末提出の数値、下段は平成22年 10月末提出の数値 ※申請区分は資料3の作成要領を参照のこと
※H21年度は6～ 7月 、H22年度は4～ 7月 の実績     ‐
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熊本県 平成22年度の指定推薦等状況と想定される患者受療

①国立大学法人
熊本大学医学部附属病院★(現況)
②熊本市立熊本市民病院 (現況)
③熊本赤十字病院 (現況)
④独立行政法人国立病院機構
熊本医療センター (現況)
⑤社会福祉法人思賜財団
済生会熊本病院 (現況)
⑥荒尾市民病院 (現況)
⑦独立行政法人労働者健康福祉機構
熊本労災病院 (現況)
③健康保険人吉総合病院 (現況)
⑨健康保険八代総合病院 (新規)

鹿本医療日に住むがん患
者は、熊本医療圏へ受診
するため、主に④の病院で
カバーする。

菊池医療圏に住むがん患
者はt熊本医療ロヘ受診
するため、
=に
③の病院で

カバ=する。

阿蘇医療日に住むがん患
者は、熊本医療回へ受診
するため、主に③の病院で
カバーする。

宇城医療圏に住むがん患
者は、熊本医療圏へ受診
するため、主に⑤の病院で
カバーする。

上益城医療日に住むがん患者は、熊本医
療ロヘ受診するため、おもに②の病院でカ
バーする。なお、当該医療田においては、
県が独自に指定した熊本中央病院の役割
も大きい。

上益城医療圏

(空自の医療日)

声北医療日、球磨医
療日に住むがん患者
のうち、交通の便宜
上、00構院を利用
する者もおり、これを
カバーする。

※県が独自
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1熊本県の各二次医療圏の状況
(1)熊本医療圏と隣接する医療圏の状況
日本県の人口、医療資源は熊本市を圏域とする熊本医療圏に集中
病院数90で県全体の41%を占める。

1熊本医療圏に隣接する宇城、鹿本、阿蘇、上益城の5医療圏は、熊本医療圏にあ
`

る医療機関での受療割合が高く、当該5医療圏には、現在、がん診療連携拠点病
院の指定要件を満たす医療機関が立地していない。

・熊本医療圏に立地する医療機関が隣接する各医療圏の拠点性を担っていることを
踏まえて、担当の医療圏を設定のうえ、がん診療連携拠点病院を指定し、それぞ
れの医療圏の均てん化を図ることが必要。

(2)その他の医療圏の状況
・八代医療圏において、拠点性を有し指定要件を満たす医療機関を推薦。

・芦北、天草の2医療圏は、受療状況からも同圏域内での受療割合が高いが、がん
診療連携拠点病院の指定要件を満たす医療機関が無いことから、がん医療の均
てん化を図るため県独自の基準によりがん診療連携拠点病院として指定。
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2 担当医療圏
・熊本県の各二次医療圏の状況を踏まえた担当医療圏一覧

病 院 名 担当医療圏 病 院 名 担当医療田

熊大医学部附属病院 全県 荒尾市民病院 有明

熊本市民病院 熊本、上益城 熊本労災病院 ノヽ4t

熊本医療センター 熊本、鹿本 八代総合病院 八代、芦北・球磨の一部

熊本赤十字病院 熊本、菊池、阿蘇 人吉総合病院 球磨

済生会熊本病院 熊本、宇城

【熊本労災病院と八代総合病院の機能的役割分担について】
八代総合病院は、同じ医療日にある熊本労災病院と同様に5大がんに対する診療実績を有するとともに、
“その他のがん"については、熊本労災病院と異なる分野において診療実績を有している。
このことから、2つの病院が各々の特長を生かした機能を発揮していくことにより、当該医療圏におけるが
ん診療の充実が図られるものと考える。
くDPC(急性期入院期間別包括評価)実績を用いた対比>

部位 熊本労災病院 八代総合病院 備考

合計 手術計 合計 手術計

全 300 0熊本労災病院の特徴
。大腸については、人代総合病院を上回つてい
る。
・その他の半数は腎尿路系、女性生殖器系であ
り、146件を占める。
O八代総合病院の特徴
・日については、熊本労災病院を上回つている。
。その他のうち、‖1件は血液系のがんである。(
主に非ホジキンリンパ腫が82件 )

肺

胃

大腸 11

肝臓

早L

その他 134

(補足)上表はDPC 2009年 7月 ～12月における実績より主要ながん診療に関するものを抜粋したものである。



46.鹿 県児

鹿児島県平成22年 4月 1日
出水保健医療圏に住むがん患者は,り ll
薩保健医療園と隣接の水俣市・八代市
の医療機関ど受診する。⑤の病院が出
水保健医療圏と川薩保健医療国のがん
カバー
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指定状況と患者受療動向

熊毛保健医療日に住むがん患者は,
交通の便の良い鹿児島保健医療口
域の病院を受診する

【県がん診療指定病院】
ア(総合)今給黎総合病院
イ(総合)鹿児島市立病院
ウ〈総合)南風病院
工(総合)サザン・リージョン病院
オ (総合)日立指宿病院
キ (総合)阿久根市民病院
ク(総合)出水総合医療センター
(総合)霧島市立医師会医療センタ
合)県立北薩病院
合)屋久島徳洲会病院黙

③県立薩南病院   ~
(平成22年 4月 1日 )
④県立大島病院
(平成22年 4月 1日 )
⑤済生会川内病院
(平成20年 2月 8日 )
⑥国立病院機構南九州病院
(平成22年 4月 1日 )
⑦県民健康プラザ鹿屋医療センター
(平成22年 4月 1日 )

曽於保健医療日に

者は,肝属保健医療圏と隣県
の都城市 。日南市の医療機関
を受診する。②の病院が,曽
於保健医療日と肝風保健医療

肝属保健医療日

0/



※()内は平成21年 10月 末提出の数値、下段は平成22年 10月 末提出の数値
※一枚につき11病院を超える場合には、2枚にわたつて表を作成してください。
4～ 7月 の実績となる。 ※2については、ESD+ERRの合計数を記載すること。

※申請区分は資料3の作成要領を参照のこと
※1については、H21年度は6～ 7月 、H22年度は
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出水保健医療圏に住むがん患者は,川
産保健医療園と隣接の水侯市・A代市
の医療機関を受診する。⑤の病院が出
保健医療日と川饉保健医療園のがん
力′く―

鹿児島県平成23年度の指定 状況と想定される患者受療動
【県がん診薇指定病院】
ウ(総合)南風病院
工(総合)サザン・リージョン病院
オ〈総合)日立指宿病院
力(総合),:!内市医師会立市民病院
キ(総合)阿久根市民病院
ク(総合)出水総合医療センター
ケ(総合)霧島市立医師会医療セ:
コ(総合)県立北薩病院

①★国立大学法人鹿児島大
(現況)
②日立病院機構鹿
(現況)

④県立大島病院 (現況)
⑤済生会川内病院 〈現況)
⑥日立病院機構南九州病院(現況)
⑦県民健康プラザ鹿屋医療センター
(現況)
③鹿児島市立病院 (新規)   '
⑨今給黎総合病院 (新規)

鹿児島保健医療日

肝属保健医療圏

曽於保健医療口に住むがん患者は,隣接
医療日の⑥⑦のほか。今回推薦する③⑨
でカバーする

0/
熊毛保健医療日に住むがん患者は,
交通の便の良い鹿児島保健医療日
域の病院を受診する



今回指定推薦に係わる県の考え方    
｀

◎現状

:9医療圏域中6医療圏域に7施設 (都道府県 :1機関・地域 :6機関)が指定されている。
:本県独自の「県がん診療指定病院」を13医療機関指定している:(H22.12.1現在)
◎目標
・平成22年度末までに一又は複数の二次保健医療圏域に地域がん診療連携拠点病院を整備:
。平成?2年庫末までに,地域がん診療連携拠点病院が未整備の二次保健医療圏域及び圏域の特性等により

◎柵 薯隻ザ́
要な圏域については,県がん診療指定病院を整備。

○出水保健医療圏
・地域がん診療連携拠点病院の指定要件を充足する医療機関がなく,県がん診療指定病院が2医療機関指定
されている  .             

′

・隣接の水俣市 ,八代市 (熊本県)も生活圏となつており:そこの医療施設を利用するがん患者も多い。
・隣接の川薩医療圏の地域がん診療連携拠点病院 (済生会川内病院)と 県がん診療指定病院 (川内市医師会
立市民病院・阿久根市民病院・出水総合医療センター)との連携によりがん患者に対応する。
○曽於保健医療圏
・地域がん診療連携拠点病院の指定要件を充足する医療機関がなく,県がん診療指定病院も指定されていな
い 。

・隣接の肝属保健医療圏域のがん診療連携拠点病院 (鹿屋医療センター)での対応や,隣接の宮崎県 (都
城市 。日南市の医療機関による対応の他,当医療圏域に県がん診療指定病院を整備し, これらの連携によ
る対応を想定している。
・ H22年度の宮崎県医療機関の辞退による減や,鹿児島市内への交通網の整備により鹿児島県圏域への流入
が多くなることが想定されるので,曽於圏域の地域がん診療連携拠点病院として今回鹿児島圏域の医療機
関を新規推薦することとした。            ′

○熊毛保健医療圏域
・地域がん診療連携拠点病院の指定要件を充足する医療機関がなく,県がん診療指定病院 (屋久島徳洲会病
院 。田上病院)が指定されている。
・現状では, この圏域のがん患者は交通網 (航空機・船)の便利な鹿児島市内の医療機関への受診者が多い
ことから,熊毛圏域の地域がん診療連携拠点病院として,今回鹿児島圏域の医療機関を新規推薦すること
とした。
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医療機関別各医療圏域毎の入院患者受け入れ状況 資料4-2
(平成21年度)

資料4
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鹿堀島医療日の医療機関に,他の医療田からの入院がん患者数が多い背景には,次のような要因が考えられる。
① 本県人口の約40%がこの圏域に集中している。     |
② 高度の医療機能を有する医療機関がこの圏域に集中している。③本県は,高齢化率がH21.10月現在26.3%と非常に高くな鼻正ぉ勢論薯嬉指蘊需雇騎T梁「境量源蛇8ふ元勿轟窪撻拠がんは加齢もその発症リスクのひとつである。がん患者た
点病院は病床数や地域の総合医療を担う立場等からがん患者の受入数を増やすことは困難な状況である。
④ 高速道路網・航空機便・船便といった交通機関の整備により,県内各地から鹿児島市内へのアクセスの利便性が高まっ
ている。

○ 基本的には,二次医療圏内に整備することを原則としつつ。未整備圏域については!
参考に,他の医療圏域で指定要件を充足する医療機関を選定する。

人口・患者動向・地理的要因等を

○ その際には,医療資源の偏在を前提に検討する。なぜならば現状の偏在を補正するにはコストや時間を必要とし̀今そこにいるがん患者に対応できないからである。
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2.

整 備 に よ る 効 果

県内交通ネットワークが集中している鹿児島市内の医療機関を地域がん診
療連携拠点病院として整備することにより,鹿児島県のがん患者は鹿児島
県内で診療を受けることができるようになる。

既存の地域がん診療連携拠点病院では病床数等の都合で診療を受けること
のできないがん患者の受け皿となる。
また,今回推薦する医療機関と既存の拠点病院との連携を強化すること
で,それぞれの病院の特徴を活かした診療を行うことができ,がん患者は
より良い診療を受けることができるようになる。

鹿児島県のようにもともと医療資源が乏しい地域にあつては,既存の高度
医療機能を有する医療機関を地域がん診療連携拠点病院として整備するこ
とが,医療資源の有効活用に繋がり,結果的に本県のがん患者のQOLの
向上に繋がる

44.大 分 県

3.
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医政第 1654  号
平成 22年 10月 29日

厚生労働省健康局長 殿

大分県福祉保健部長

「第 6回がん診療連携拠点病院の指定に関する検討会」において付された

意見について (回答)

平成 22年 3月 3日 付け、健発 0303第 2号で依頼のあった標記のことに
ついて、別紙により報告します。

記

大分市医師会立 アルメイダ病院に付された下記の意見について

1.相談支援センターにおける相談件数の推移や活動内容の評価

2.緩和ケア病棟の設置予定の前倒し

指定の通知書の一部抜粋

(1)平成22年 2月 3日 に開催された「第6回がん診療連携

拠点病院の指定に関する検討会」における意見を踏まえ、人

においては、がん診療連携拠

点病院として新規に指定することとしたが、相談支援セン

評価し、数値目標等を用い検証を行うとともに、緩和ケア病

速Ω肇遺愛雙堕亘豊盗服塑呈め五こととし、その設置スケ

ジュールの見直し結果について、平成22年 10月 31日まで

に書面にて厚生労働省あて報告すること。

(2)なお、「第7回がん診療連携拠点病院の指定に関する

検討会」において、(1)について委員から説萌を求められた

際には、都道府県から報告がなされるようお願いする。



【相談内容別件数】

22■E1 7月 i S月  9月  .10月  11月 112月 ‐22/1月T2月 月平

“
との関係

|

2 71  31  91  6 7
3 1 11 11   1 11 3

知 l

|  |~下  l  l

4 1   4 91  8 1  5 ,  4 1  9~ 3 5.5
2 11 |~~~~i可

副 作 用・ 後 r症 31 3
2 6 2 4

間 関係 (本人・家族・友人・職 場な 3

2
ホスピス・緩和ケア 1 1

その他 2 |

計 8 1  14 20 1  23 1  20 1 26 ‖18.

1.相談支援センターにおける相談件数の増加に対する取組について
アルメイダ病院の「がん相談支援室」は、相談支援員の研修を修了した看護師 ,ソーシャルワ●カー・

臨床`心理士が、がん患者や家族の方からの、がんに対する悩みや疑間を同い、医師・薬剤師など病院ス

タンフと連携をとりながら問題解決のための相談支援に取り組んでいます。

○現在のがん相談支援室構成員 4名

ソーシャルワーカー 2名      看護師 1名 臨床,い理± 1名

上記4名 のうち国立がんセンターの「相談支援センターの相談員の基礎研修会」修了者

ソーシャルワーカー1名  (1)(2)(3)を 修了  (ソ ーシャルワーカーl名 未受講)
看護師 1名

臨床心理士

(1)(2)(3)を 修了

(1)(2)を 修了

―
一
一
―

1)日標件数の設定と取り組み状況

申請時相談件数は下記の表のとおり、2ヶ月 (21年 6月・7月の実績)で 22件 (lヶ月平均 11件 )
であり、同時期の大分県内のがん診療連携拠点病院の実績は、42件～76件 (lヶ 月平均 21件～39件 )

となっています。

そこで、アルメイダ病院の過去8ヶ月の実績平均 (21件 )と、他院の件数を考慮し、本年度の相談件

数の数値目様を、lヶ月平均25件 (申請時実績より平均 14件の増加、年間 3011件)と致しました。

平成22年 4月 に活動内容の見直し及び検討をおこない、対策を実施し(表 1)、 平成22年度の実績は

8月末で、lヶ月平均31件 となっています。

一今後も地域がん診療連携拠点病院として、相談される方が安心して最適な治療やサービスが受けられ

るように、院内の連携(医師・看護師・栄養サポートチーム・緩和ケアチームなど)と 、院外の連携 (地

域の医療機関、福祉・介護・行政機関など)を図りながら、相談支援に努めていく体制となっています。

以下、相談件数、方法別、内容別の数値と平成22年 4月以降の活動内容

【相談件数】

2)活動内容
下記 ①～⑤の項目について検討及び対策に取り組みました。 (表

項 目 /年・ 月 日平

の関 Fr. 1

3 5

9 5
知 2

3 5

1 1.

4

3

l 1

ヽス ビス・ 漫 和 ケ ア 1

計

項  目 昨年申請時 対 策 (22年 4月 以降)

① 報について

院内掲示場所等の

見直し

受付ロピーに掲示

A4サイズポスター
受付ロビニ、病棟掲示板、医局に掲示

B4サイズのポスターに変更
リーフレットの種

類と設置場所

1種類

受付に設置

3種類に増

受付、病棟に設置

ホームベージの見

直し

医療福祉相談室と同じ場所に掲載する 地域がん診療連携病院の指定を受けた旨

や、がん相談支援室を設置している旨を

掲載し、また、がん相談支援室を検索し

やすい工夫をする

院内職員へ周知の

徹底

院内職員に、がん相談支援室の設置と

部屋の場所が記載された文書を配布す

る。

相談員が積極的に病棟カンファレンスに

参加し、がん相談支援室の業務・部屋の

場所等を広報する

院内広報誌「なごみだより」で、がん相

談支援室を記事にし、また、院内連絡会

議や医局会などで紹介し周知を図る

【相談方法別】

1l i  10 1  13 1  11 1  14 1  12 1  18

2
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2 緩和ケア病棟の設置予定を可能な限り早める件について
緩和ケア病棟工事については、建設資金の財源の一部に国の地域医療再生基金事業を活用しているこ

とから、県としても基金の前倒しの検討を行つた結果、別紙「工事工程変更表」のとおり、平成 25年

1月末完成予定のところ、24年 3月 (23年度内)完成に早める計画に変更し、現在、計画のとおり進捗

しています。

申請時完成予定  →    計画変更後完成予定時期           ｀

平成25年 1月末  →  平成24年 3月末 (23年度内完成) 10カ 月短縮

項 目 昨年申請時 対 策 (22年 4月 以降)
②相談支援室構成

員の数について

(う ち相談支援員

の数)

【構成員】2名

(ソーシャルワーカー・看護師)

【相談支援員研修修了者】2名

(ソーシャルワーカー・看護師)

【構成員14名

(ソーシャルワーカー2名・看護師 1名

臨床′心理± 1名 )

【相談支援員研修修了者13名

(ソーシャルワーカー1名・看護師 1名

臨床心理± 1名 )

臨床心理士を増員し、相談員基礎研修会

(1)を 4月 に、(2)を 6月 に修了

臨床心理士を採用し、心理面の相談にも

対応できる体制の整備を図る

(4月 に採用し、6月 研修修了)

③知識の習得につ

い■C

国立がんセンターの「相談支援センタ

ー相談員の基礎研l_F会修了者」

ソ,シ ャルワーカー :(1)(2)(3)ま で

修了

看護師:(1)(2)を 修了

(3)ま での修了者に看護師を検討し、7月

31日 、8月 1日 の研修を修了

その他の研修会へ積極的に参カロし、更に

知識の習得を図る

(国立がんセンター主催・県内外のがん

相談に関連する研修会、がん看護研修会

等)

④がん患者の会に

イ)い ¬〔

2ヶ 月ごとに開催し、参力Dを募る 毎月開催

患者会にて、がん相談支援室の広報をお

こない、相談しゃすい環境つくりをおこ

なう

会終了後、相談を受ける時間を設ける

⑤検討会について 必要に応じて開催する 定期的に開催 し (毎月末水曜日)、 相談件

数ゃ内容の報告、反省等をおこなう



大分県 平成22年 4月 1日現在の指定状況と患者受療動向

北部医療圏のがん診療の支
援は、東部医療由の①病院
が支援

中部医療圏の人口・医療資
源集中化及び豊肥 口南部の
両医療圏のがん診療の支援
のため4箇所の拠点病院を
整備

豊肥医療日のがん診療の

支援は、中部医療圏への

受療者が多いため③と⑤
病院が支援

南部医療日のがん診療の

支援は、中部医療圏への

受療者が多いため③と⑤
病院が支援

①別府医療センター(平成22年4月 1日 )
②大分大学医学部附属病院★(平成22年 4月 1日 )
③大分県立病院(平成22年 4月 1日 )
④大分赤十字病院(平成22年4月 1日 )
⑤アルメイダ病院(平成22年 4月 1日 )
⑥済生会日田病院(平成22年4月 1日 )

※()内は平成21年 10月 末提出の数値、下段は平成22年 10月末提出の数値
※一枚につき11病院を超える場合には、2枚にわたって表を作成してください。
4～ 7月の実績となる。 ※2については、ESD+ERRの合計数を記載すること。

※申請区分は資料3の作成要領を参照のこと
※1については、H21年度は6～ 7月、H22年度は
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大分県 平成23年度の指定推薦等状況と想定される患者受療動
空白医療日であつたが、新たに
③病院を指定することにより北
部医療圏及び隣県の東部を含め
た24万人医療圏としてがん診
療をカバーする

中部医療日の人口・医療資源
の集中化の著しい医療圏であ
りt肝疾患への取組等を強化
するため新規に⑦を追加

豊肥医療圏のがん診療の支援
は、中部医療圏への受療者が

多いため③と⑤病院が支援

南部医療圏のがん診療の

支援は、中部医療圏への

受療者が多いため③と⑤
病院が支援    :

①別府医療センター(現況)    ｀
②大分大学医学部附属病院★ (現況)
③大分県立病院(現況)
④大分赤十字病院(現況)
⑤アルメイダ病院(現沈)
⑥済生会日田病院(現況)
0大分医療センタ=(新規)
0中津市民病院 (新規 )

大分県の現状と課題

6医療圏中3医療日が空自医療田
(豊肥。南部・北部 )

全国水準より高い死亡率
(肝臓がん。ATD

資料 4‐ 1

本県で未実施の項目
(地域がん登録・地域連携クリティカルバス)

医療日の人口・医療資源の集中化…"""¨ (人口 4フ.7%医療機関数 46.9% 患者受療数 45.2%)

がん診療連携拠点病院が推進

「大分県がん対策推進アクションプラン l葬贅宝  1.喫煙対策 2生 活習慣の改善 4がん検診の受診率及び精度の向上
～ がん医療の充実と均て

ヽ
1
0

0

(空自医療日の解消、地城連携クリティカルバスの来年度本格実施等)

0.相談支援体制の整備と情報提供
〈相談支援センターの整備、相談支援員の研修)

フ.院内がん登録の精度向上と地域がん登録の導入

ん化を目指して～
′́
_____‐‐―"―‐―̈ ――‐―‐‐‐――‐‐

甲
菫

=司
〉二i]:1雀奮11%推 進

′

_´′

大分医療センター (中都医療日 )

・5大がんの優れた診療実績
。「ウイルス性肝炎対策～肝臓がんJの優れた治療体制
肝臓疾患の治療データーが豊富
*肝臓専門医3名常勤

・前立腺がんの手術実績も県内トップクラスの成績
r腹腔鏡下前立腺全摘手術J施設認定(九州9施設)
*21年手術実績 26件

・セミナー開催による医療・介護・保健とネットワァク構築

*肝臓がんによる死亡が多い本県にとつて、医療センター
が拠点病院に指定されることにより、他の医療機関との
連携強化が図られ死亡率の減少が可能

中津市民病院(北部医療日 )

。隣接県の自治体と県境を越えて24万人医療日を形成
*中核病院として質の高い医療を提供

・入院がん患者割合 31.896他 県のがん患者 32.7%
15大がんの優れた診療実績
ネ肺がんは県内トップクラス

・県から地域周産期母子医療センターに指定
すがん以外の分野でも地域医療に貢献

・北部医療日、福岡県の医療機関と連携が強固    _

*曳
奮瑠 認蹴 盤羅辮猜F｀
でなく、県境を越えたがん医療の均てん化に貢献
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(1)来年度本格実施の「地域がん登録J「地域連携クリティカルパス」の円滑実施
*拠点病院が中心となり、病病連携・病診連携のネットワークを構築し円滑な実施を推進

(2)がんアクションプランの数値目標達成の推進
ホ拠点病院の整備により、以下の主な数値目標の達成を推進

項 目 現 状 目標 値 項 目 現 状 □標値

がん診療に関わる医療従事者ヘ

の研修

医師 7回 10回 緩和ケア研修終了医師数 217人 300人

多職種  60回 80回 緩和ケアチーム医療機関数 9病院 増加

緩和ケア指導研修終了医師数 14人 25人 肝臓がん死亡率(人口10万人対) 32.0

2病院が指定されることによる共通の効果 資料4-2

※中津市民病院のリニアック整備について
これまでコパルトによる放射線治療を提供してきたが、平成24年新病院完成前にリニアック整備を早期実施し、平成23年 3月 中にリニ
アックによる治療を開始予定

(補足 )

中部医療日の各病院診療機能について ,

孵擁靱潤り角鶴議院仄 それぞれの″奮を発綱ι連携すること
=こ
よス層壼″の力%店粛の水準の向上・均あ ″を′着す

大分大学医学部附属病院  (県連携拠点病院)
・県連携拠点病院として拠点病院の連携を図る
。研究機関として5大がん以外の多部位に波つて治療
。「がんプロフェッショナル養成プランJこよる人材育成や先進医療により、県全域のがん治療をリード

〈地域連携拠点病院) /

前回の検討会において条件付き指定を受けたアルメイダ病院の報告について

付された意見
1.相談支援センターにおける相談件数の推移及び活動内容を評価し、数値目標を用い検証を行うこと。
2.緩和ケア病棟の設置予定を可能な限り早めること。

1.相談支援センターについて
(1)数値目標の設定 ・“・・月平均25件 (アルメイダ病院の実績及び他の連携拠点病院を参考に設定)

(2)相談件数の推移

(3)日標達成に向けた主な取組内容
・相談支援センターの体制強化  2名 → 4名 (内臨床心理±1名 )基 礎研修修了者1名→ 2名
・相談内容の定期検討会の開催  ・病棟カンファレンスヘの積極的参加  ・患者家族の会との交流強化 ・広報の強化

2.緩和ケア病棟設置予定について

緩和ケア病棟設置工事の早期着工を検討した結果、当初平成25年 1月末完成予定を24年3月 (23年度内)完成に
前倒しすることとし、現在計画通りに進捗。

整備内容
(規模)1,854.73ポ  (事業費)623,004千円 (内 自己資金 402,572千 円 地域医療再生基金等 220,432千円)
(構造)鉄筋コンクリート造3階建 21床
(特色)・全室個室 既存病室より1.3倍の広さ ・患者と家族が自宅に近い環境に配慮 屋上庭園やベット対応ベランダ

大分県立病院
・県民医療の中核病院
・五大がん全般に高い手術
実績の他、子宮頸部等婦
人科系がんの治療にも積
極的対応
・空白医療日の豊肥。南部を
支援

大分赤十字病院
。大分市中心部に位置する公
的病院
。日・大腸、肝・胆・膵の消化
器手術に優れ、高い手術実
績
・協力医療機関約250施設

アルメイダ病院
・全床オープンシステムによ
る地元医師と共同診療
内ヽ視鏡手術に優れている
他、血液がんにも対応
・空白医療日の豊肥・南部を
支援
※緩和ケア病棟建設中

大分医療センター
・中部医療日の東部に位置
。胃。前立腺の高い手術実績
の他、肝臓のラジオ波焼灼
療法に優れている
・医療と福祉の連携のため、
セミナーを積極的に開催
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(1)平成22年2月 3日に開催されたF第6回がん診療連携

拠点病院の指定に関する検討会」における意見を踏まえ、順

天堂大学医学部附属順天堂医院及び、昭和大学病院をが

ん診療連携拠点病院として新規に指定することとしたが、重

京都全体として単に人口が多いということだけで狂く、がん患

者の通院圏域、がん診療連携拠点病院間の機能的役割分

担t隣接する医療圏との関係等について整理し、その結果に

ついて平成22年 10月 31日 までに書面により厚生労働省あ

て報告すること。

(2)なお、「第7回がん診療連携拠点病院の指定に関する

検討会」において、(1)ついての考え方について、委員から

説明を求められた際には、都道府県から報告がなされるよう

お願いする。。
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日本赤十字社医療センター 現況報告

東京女子医科大学病院 現況報告

日本大学医学部附属板橋病院 現況報告

帝京大学医学部附属病院 現況報告

青梅市立総合病院 現況報告

東京医科大学八王子医療センター 現況報告

杏林大学医学部付属病院 現況報告

武蔵野赤十宇病院 現況報告

tヨ
|口じ

22福保医政第 1478号
平成 22年 10月 29日

厚生労働大臣 殿

東 京
石

がん診療連携拠点病院の新規指定及び現況報告について

標記について、「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」 (平成20年 3月 1日

雰航黛言覆量ら:l塁昌喜言馨隻悪讐倶讐雲昌:轟禦∬7階:雪TΥ豪ピfIずT筆]
医療機関を推薦します。

なお、既指定がん診療連携拠点病院については、別添様式に基づき、現況報告書を提
出します。

また、平成 22年 3月 3日 付健発 0303第 2号「がん診療連携拠点病院の指定につ
いて」により報告を求められた事項についてはt新規指定に係る推薦意見書の提出をも
つて報告に代えます。

1 都道府県がん診療連携拠点病院
東京都立駒込病院 現況報告

財団法人癌研究会有明病院 現況報告

2 地域がん診療連携拠点病院

事

太

知

慎

都

原

‐
一
”
１

１
〇一
１

記

独立行政法人国立病院機構東京医療センター 新規指定

慶應義塾大学病院 新規指定

東京医科大学病院 新規指定

公立昭和病院 新規指定

東京都立多摩総合医療センター 新規指定

東京大学医学部附属病院 現況報告

順天堂大学医学部附属順天堂医院 現況報告

日本医科大学付属病院 現況報告

聖路加国際病院 現況報告

NTT東 日本関東病院 現況報告

昭和大学病院 現況報告
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都には、日本の人□の 1割にあたる約 1,300万 人が居住しており、二次医療日の
人□規模が 100万人を越える医療日は、最大で区西北部医療圏の約 184万人をは
じめ、区南部医療El(約 104万人)、 区西南部医療日 (約 133万人)、 区西部医療
圏 (約 117万人)、 区東北部医療圏 (約 127万人)、 区東部医療圏 (約 136万人)、
南多摩医療圏 (約 140万人)と 7つあり、平均で約 97万人となっている。
これは、標準的な二次医療日の人□規模 (約 37万人)の約 2.6倍となつており、
全国平均を大きく上回つている状況にある。

都には現在、都道府県がん診療連携拠点病院 2か所、地域がん診療連携拠点病院
14か所、あわせて 16病院が指定されているが、全国の拠点病院数 (377か所)
と比較すると24分の 1と し`う状況である。

② 他道府県からのがん患者流入割合が約40%

◆他道府県からの流入状況

023区内地域拠点病院の流入状況     36.4%
○ 区中央部拠点病院の流入状況       33.3%
○区西部拠点病院め流入状況        34.0%
○ 慶應義塾大学病院の流入状況 (今回申請) 35。 9%
○ 東京医科大学病院の流入状況 (今回申請) 24.1%
○ 全国平均の流入状況            5.5%

国立がん研究センターがん対策情報センター が集計した、全国の拠点病院の院

内がん登録データ「がん診療連携拠点病院 院内がん登録 2008年症例 全国集計 平
成 21年 (2009)年度実施 調査報告 (概数・速報版)」 によると、23区内拠点病
院におけるがん患者の診断時居住都道府県は、東京都 63.6%、 他道府県 36.4%と

なつており、他道府県拠点病院における自道府県居住者割合が概ね 90%を超えて
いるなか、都における他道府県からの患者流入割合の高さは際立うている。

特に、埼玉県、神奈川県、千葉県など首都圏からの流入が極めて多く、東京都内

だけではな <、 他道府県のがん患者・がん医療を都内の拠点病院が支えているとい

う実態がある。

(2)地域拠点病院の必要規模
「がん医療水準均てん化の推進に関する検討会」や「がん診療連携拠点病院の整

備に関する指針」等に示されるとおり、地i或におけるがん医療の均てん化を図るた

め拠点病院に期待される主な役割として、

がん診療連携拠点病院推薦意見書

東 京 都

1    」lE』曽雪JE三』り書_

東京都では、以下のとおり、地域がん診療連携拠点病院 (以下、「地域拠点病院」
という。)を 5施設推薦する。

○ 地域拠点病院

医療機関名 区分 所在圏域

独立行政法人国立病院機構東京医療センター 新規 区西南部

慶應義塾大学病院 新規 区 西 部

東京医科大学病院 新規 区 西 部

公立昭和病院 新規 北多摩北部

東京都立多摩総含医療センター 新規 北多摩南音B

院の推薦にあたって

(1)がん医療における都の地域特性

① 都内の拠点病院は全国の24分の 1
～人口に比して拠点病院数が足りない～

◆ 都の人□規模、がん患者数等

○ 都の人口          約 1,300万人 ⇒ 全国の 1/10
0都民の総がん患者数 (推計) 約 15万 8千人 ⇒ 全国の 1ノ10
0二次医療圏の平均人甲    約 97万人  ⇒ 全国平均の約2.6倍
○ 都内の拠点病院数      16病 院   ⇒ 全国 (377)の 1/24



多くの医療機関が所在しており、交通網の整備の発達と相まって、医療機関の診療

回域が交錯しているという特徴がある。

特に、特定機能病院が6つも存在する区中央部におけるがん患者の流入状況をみ
ると、区中央部医療圏以外のがん患者の流入割合が 82.5%と、圏域外からの患者

_    の流入が非常に多いことがわかる。そのうち圏域外患者の住所地別割合をみると、
他県 (33.3%)からの流入が最も多いが、都内では、区東北部 (12.8%)、 区西北
部 (10.2%)、 区東部 (7.7%)からの流入が多<、 二次医療□を越えた患者の受療
動向が伺える。

がん医療は、一刻を争う事態が生じる心筋梗塞や脳卒中等の疾患と比べ、比較的

緊急性を要することが少ないため、患者が医療機関や専門医等の評判を聞いたり、

主治医の紹介で医療機関が決定する場面が多い。都では交通網の発達も相まつて、

患者自身が、高度で専門的な診療機能を有する病院を二次医療圏に拘らす都内全域

の中から選択し 退院後の経過観察は地域の診療所に通院するという事例も多い。

例えば、多摩地域に居住するがん患者が、区部の大学病院で手術を受け、退院後、

自宅近くの診療所に月 1回通院し健康管理を行いながら、年 1回は手術病院である
区部の大学病院に受診して経過観察を行うということもよくある例である。
こうした状況をみると、都のがん医療においては、二次医療圏内で患者の受診が

完結するような医療体制を組むことは実態にあっていない。また、医療機関の専門

,     分化と機能連携の促進の観点からも、都心部への医療資源の集中を是正し、二次医
γ     療圏内でがん医療を完結できる体制を整備することは現実的でない。

二次医療圏数を超えて地域拠点病院を指定することにより、都内全域で誰もが高
‐
   度で専門的な医療から、緩和ケアや在宅医療まで切れ目ないがん医療を受けられる
体制を整備することができる。二次医療圏に捉われず、既存の医療資源を活かして、

力のある病院を指定することが、都民のがん医療への安心につながる。

イ 地域拠点病院間の機能的役割分担及び相乗効果

◆目 標
どこでどのような治療が受けられるのか、都民の選択に資する各地域拠

点病院の「強み」を、よりわかりやすく明示

二次医療圏数を超えて指定することは、切れ日のないがん医療の提供体制が整備

されるとともに、各拠点病院の特長、強みを活かし、お互いの診療ネットワークを

活用することにより、さらなるがん医療の均てん化が図られる。

①区西部における機能的役割分担

区西部においては、現在地域拠点病院として指定されている東京女子医科大学病

○集学的治療、標準的治療、緩和ケアの提供等、専門00ながん医療の提供
(地域において質の高いがん医療を効率的に提供するための診療機能の向上)
○がん診療の連携協力体制の整備

(地域の医療機関に対する研修や地事連携クリティカルバスによる連携推進)
○がん患者に対する相談支援及び情報提供

があげられる。

都のがん医療の均てん化を推進し、圏域を越えたがん診療め中心的役割、高度な
がん医療の提供、相談対応の充実、中小病院。かかりつけ医への支援、がん登録の
推進など、拠点病院に求められる役割を果たしていくためには、都の人口、患者、
医療資源等を勘案すると、二次医療圏数を超えた整備が必要である。
都の二次医琴圏の平均人□は全国の2.6倍であり、拠点病院についても二次医療
圏に1か所の原則に対して、同様に 2.6倍の 34か所程度 (13医療圏×2.6)が 121
要であると考えている。

中     (3)二 次医療圏数を超えて地域拠点病院を指定することによる効果

① がん診療における連携協力体制
ア がん患者の通院圏域

◆ 二次医療圏を越えた日域外からのがん患者の流入割合
区中央部医療圏   82.5%
区西部医療圏    63.8%
区西南部医療圏   52.8%

◆ 目 標
どのような部位であれ、どのような治療方法であれ、都民の誰もがど
の選択に応じて、都内全域で高度な専F5的医療から在宅医療・緩和ケア
まで、切れ目のないがん医療をうけることができる体制を整備

都は、東西 90k mt南北 25k m、 面積 2,186.96kぼ の中に、病院が 600施設、
診療所が約 12,600施設、合計で約 13,200施設と、高度な医療を提供可能な病院
から、住民に身近な地域でのプライマリーケアを提供する診療所まで、全国で最も



トップクラス。

これらの特長をもつ2病院が拠点病院として指定されることにより、小線源

治療など高度な放射線治療の実施によるがん治療成績の向上、緩和ケアの地域

への普及促進などの取組が進む。

③北多摩南部医療圏における機能的役割分担
北多摩南部においては、現在地域拠点病院として指定されている武蔵野赤十字病

院、杏林大学医学部付属病院、今回新規申請をする都立多摩総含医療センターにつ

いては、それぞれ以下のような特長がある。

○ 特に、ラジオ波焼灼法など肝がんの治療実績が多い。

○ がん患者療養支援事業 (ピアカウンセリング事業)の実施など、がん患者と

の連携について積極的な取組

○ 特に消イじ器がん、乳がんの治療実績が多い。

○ キャンサーボードを活用した研修医の研修やがん専門医、がん薬物療法専門

医の養成など、大学病院として医療従事者育成について十分な実績

部立多摩総合医療センター|

○ 早くから瞑腔鏡手術に取り組んでおり、大腸癌・胃癌・肝臓癌 (転移性含む)

等へ積極的に取り入れている。

O多摩地域唯―の都立総含病院として、多摩地域におけるがん治療の中核とし
て集学的治療を実施。また、治療だけでな<、 相談支援、退院後の地域連携

や緩和ケアの充実等に力を入れている。           |

これらの特長をもつ3病院が拠点病院として指定され、連携・協力して取り組む

ことにより、高度ながん医療提供とともに、がん医療従事者の育成、患者への相談

支援の向上などの取組が進む。

以上のように、各拠点病院の取組は、二次医療日の枠にとどまらず、都全体のが

ん医療のレベルアップに繋がるといえ、力のある医療機関が拠点病院として複数指

定されることにより、都全体のがん医療の充実が図られるといえる。

院、今回新規申請をする慶應義塾大学病院及び東京医科大学病院については、それ
ぞれ以下のような特長がある。

京女

特に、胃がん、大腸がんなど消化器がんの高い診療実績

がんセンターを設置し、相談支援センター、緩和ケア、化学療法、がん登録
の取組を集約イヒ

地域医療連携室を中lいに、地域連携、在宅医療推進に積極的な取組
緩禾0ケアチーム、緩和ケア病棟を設置

○ 外来化学療法部門、放射線治療部門、緩和医療部P5、 がんリハビリテーショ
ン部門ゝ低侵襲療法研究開発部門からなる腫瘍センターの設置により、院内
の連携体制を構築。

○がんプロフェッショォルプランによる人材育成への積極的な取組。
○ 全国を先導する「がんリハビリテーション」の取組

東京医科大学病院

○ 早期がんへの低侵襲治療 (1夏腔鏡下手術や早期肺がんへの内視鏡レーザー手

術等)とともに進行がんへの集学99治療の実施
○ 日本で初めて前立腺がんへのロボット支援手術を開始するなど先進医療ヘ

の積極的な取組も実施。

これらの特長をもつ3病院が拠点病院として指定され、連携・協力して取り組む
ことにより、高度ながん医療提供とともに、がん医療従事者の育成、緩和ケフの提
供、患者への相談支援の向上などの取組が進む。

②区西南部医療日における機能的役害J

区西部においては、環在地域拠点病院として指定されている日本赤十字社医療セ
ンター、今回新規申請をする東京医療センターについては、それぞれ以下のような
特長がある。

日本赤十字社医療センター

○ 特に悪性リンパ腫や白血病など血液がんの治療実績が高い。
○ 緩和ケア病棟を設置し、地域連携など緩不0医療の積極的な取組

東京医療センター|

○ 放射線治療に力を入れていており、国内初のヨウ素 125シード線源永久挿入
による小線源療法を実施し、前立腺がんをはじめ、小線源治療の実績は全国

○

○

○

○
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◆「東京都医療連携手帳」を活用した地域連携の取組

東京都では、拠点病院、認定病院、国立がん研究センター中央病院及び東

京都医師会が協力して、都内共通の5大がん (肺がん 。目がん 。肝がん 。大
腸がん・乳がん)の地域連携クリティカルバス「東京都医療連携手帳」を作
成、平成22年2月より運用を開始した。さらに、前立腺がんの地域連携パス
についても、まもなく運用を開始するところである。

平成 22年4月の診療報酎‖改定により、かん治療連携計画策定料及びがん指
導連携鱈導料が新たに評価された。計画策定病院とかかりつけ医などの地域の

医療機関 (連携医療機関)が連携して治療を行うことになるが、東京都医師会
の協力のもと、連携医療機関として約 2,000施設が参力0し、平成 22年 7月
より取組を開始している。

「東京都医療連携手帳」の活用により、さらなるがん医療連携の推進が期待

できる。

②がん診療の質の向上

ア 専門的医療の提供

◆悪性腫瘍の手術件数 (平成21年 6月～7月 )
都内地域拠点病院平均 329件
全国地域拠点病院平均 169件

都には、全国的にもトップクラスの診療機能を有する医療機関が多<あり、5大
がん以外のがんについても、集学的な治療を実施するとともに、がんの確定診断、

高度先進医療、政射線治療、緩和ケア等についても、専P]スタッフの配置が充実し

ている。

例えば、拠点病院における悪性瞳瘍の手術件数(平成21年 6月から7月の実績)
であるが、全国平均 169件と比較すると、都の場合は329件と、非常に豊富な
経験症例を持つなど、多様な疾患に対応が可能であり、都における高度ながん医療

のニーズに的確に対応している。

また、拠点病院と同等の診療機能を有する病院を都独自に「東京都認定がん診療

病院」として認定するなど、高度な診療機能をもつ医療機関が集積している。

こうした認定病院等を拠点病院に移行させ、拠点病院の規模を一層拡充すること

により、がん診療の中心09役割を担う拠点病院が高度先進医療、集学的治療、放射

線治療、緩和ケア等、がん患者に、必要な専門的医療を確実に提供できる体制が整

備される。

‐
Ｎ
輌
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ウ 地域の中小病院、診療所との連携協力体制

◆拠点病院 1病院あたりの診療所数 (単純平均)
・全国平均        264か 所
・23区平均 (現状)   798か 所
。拠点病院を34と した場合の23区平均 280か 所

′
◆目 標
・都内共通の地域連携パス「東京都医療連携手帳」の一層の普及
・医師緩不0ケア研修修了者数の拡大 (約 5,9∞ 人)

都には高度ながん医療が提供可能な病院から診療所まで、非常に多<の医療機関
が存在するとともに (病院及び診療所数 :約 13,200か所 )、 医療機関の診療□域が

交錯しているという特徴がある。

拠点病院が中心となり、治療と緩和ケアの連携及び支援を進めるためには、これ

ら多数の中小病院及び診療所に対応できるだけの拠点病院の規模が懸要である。

また、受療行動が広域化しているがん患者個々に対応した地域の医療機関との連

携体制を構築する必要がある。

現在、都では東京都がん診療連携協議会が中心となり、地域連携クリティカルバ

スの都内共通化 (「東京都医療連携手帳」の作成)、 がん医療の水準の向上などを進

めているが、医療圏数を超えた拠点病院の整備されることにより、さらなる医療連

携が推進される。

また、都推進計画においては、早期からの緩和ケアを提供するため、「5年以内
にすべてのがん診療に携わる医師が緩和ケアに関する研修を受話」することとして

いる。拠点病院が実施する国のプログラムに準拠した医師緩和ケア研修は、グルー

プワークを交え、きめ細かな内容となつているが、反面、1回あたりの研修規模が

30人程度と小規模である。

都内におけるがん診療に携わる医師は少なくとも約 5,900人と推計され、都推進

計画に定める目標を達成するには、さらに多くの研修受講の機会が必要であり、受

講機会を確保し、緩和ケアを充実するためには拠点病院の規模の拡大が必要となる。

く参 考> 都における医師緩和ケア研修修了者数について

平成 22年 8月 15日現在修了者数累積 1,402人

平成 22年度修了予定者数 1,683人

平成 20年度～平成 22年度修了予定者累積 2,572人
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がん対策の推進には、がん登録は欠かせない取組であるが、都では地域がん登録
は未実的という状況にある。都は、院内がん登録の取組をできるだけ拡大した上で、
地域がん登録につなげるという方向のもと、「東京都がん登録推進検討会」を設置
し、地域がん登録実施に向けた真体的な検討を開始したところである。
都では、地域がん登録の開始時に目指す日標として、 IM比 (がん罹患数とがん
死亡者数の比)が 1.5以上と者えており、都内の年間がん死亡者数が約3万人で
あることから、年間約4万 5干人の罹患情報が必要と推計している。がん登録デー
タの効率的な収集には、がん医療に積極的に取り組んでいる医療機関の協力が欠か
せないが、34の拠点病院を中心に、都立。公社病院を言む医療機関からの届出件
数を約4万 6千件と推計しており、特に、拠点病院においては、院内がん登録実務
者の研修が要件とされるなど、精度の高いデータの収集が期待できる。
拠点病院の拡充は、長年実現の難しかった都における地域がん登録の実施に向け
た体制整備を進めることに直結するといえる。

(4)患者中心の医療提供体制
― 都におけるがん医療の整備方針 ―

く都におけるがん医療提供の方向性>
～医療資源を把握し、機能・役割分担を聖理～

◆医療資源の役割分担の明確化・整理

○患者の症状に的確に応したがん医療を提供

⇔ 患者が状況に応した医療機関を選択
○個々の医療機関の医療水準向上

○患者に分かりやすい医療提供体制

◆連携強化

○拠点病院が連携強化・地域支援の役割を一層果たすことにより、

都全体の医療水準向上、患者への質の高い医療の提供

都におけるがん医療の均てん化及び連携をよリー層進めるためには、拠点病院と

なりうるような高い診療機能を持つ医療機関が多くある都の特性を踏まえ、これら

の医療機関を拠点病院と位置づけ、拠点病院同士が連携しながら地域又は都全体を

支援していく体制を構築してい<ことが有効であると考える。
力のある医療機関が協力、補完しながら地域又は都全体 (の医療機関)を支援し
ていくこともに、東京都医療連携手帳などのツールを活用しつつ、各病院の連携体

制を密にすることで、網目状のネットワークが構築され、患者に必要な医療が提供

される体制の整備が図られる:

Ｉ
Ｎ
Ｎ
‐

イ 相談体制の充実

◆拠点病院相談支援センターの相談件数 (平成21年 6月～7月 )
都内地域拠点病院平均 527件
全国地域拠点病院平均 196件

患者からの相談に対して、そのニーズにあつた相談、情報提供ができる体制が必
要である。拠点病院では、相談支援センターヘの国立がん研究センター主催の相談
員研修修了者の配置が要件として定められており、質の高い相談体制の整備されて

いる。

全国の拠点病院の相談支援センターにおける相談件数 (平成 21年 6月～7月の
実績)をみると、全国平均の 196件に比べ、都の拠点病院では 527件もの実績が
あり、拠点病院への相談ニーズが高いことを示している。

都の推計総がん患者数は 15万 8千人であり、多くのがん患者及びその家族の相

談に対応するためには、より多くの拠点病院を整備することが必要であり、拠点病

院の整備により、患者一人ひとりのニーズに的確に対応できる、きめ細かな相談体

制が構築される。

ウ がん登録の推進

◆地域がん登録の必要数 ⇒ 約 45,000件 (lM比 1.5以上)
。拠点病院 (34か所)等 ⇒ 約 46,400i牛 (推計)

◆拠点病院院内がん登録の患者把握率

出輿 :「がん診療連携拠点病院 院内がん登録 2008年症例 全国集計 調査報告 (概数・遠報版 )」

"08年罹患数
嵯 計)※

くa>

拠点病院が増え

ることにより、
がん登録患者把
握率も向上ヘ

※推8t罹患数は、2008年 がん死亡数×2005年推8tl M比 (1.96)により求めた。
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【イメーう租1
都民に安心を与えるがん巨療提供体制の整備

(5)推薦手続きについて

① 東京都がん診療連携拠点病院選考委員会の設置
東京都では「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」(以下「指針」という。)

に基づき、都拠点病院の推薦施設を選定するに当たり、専門的見地からの助言を得

るため、学識経験者、患者代表などから構成する「東京都がん診療連携拠点病院選

者委員会」(以下「選者委員会」という。)を設置し、審査 。選者を行つた。

② 東京都における選考基準
選者にあたっては、指針に定められた必須要件をみたしている医療機関のうち、以下の

取組状況にかかる充実度を評価し、選者した。

また、医療機関の役割分担を明確にすることで、個々の医療機関の水準が向上す

るとともに、都民に分かりやすい医療提供体制の整備につながる。

拠点病院は、専門的ながん医療を提供するとともに、中小病院やかかりつけ医と

役割分担を行い、がん治療及び緩和医療における運携が推進されるよう、患者中心

の医療提供体制の整備を図ってい<。 また、拠点病院はこうした体制整備を下支え

する役割も担ってい<。

具体的には、治療に関する機能 。役割については、拠点病院が集学的治療など専

門的な手術や治療を提供し、地域の中小病院が定型手術や{ヒ学療法を実施、かかり

つけ医が日常の健康管理や経過観察を行うという役割分担のもと、医療機関の連携

により適切な医療を提供していく。また、拠点病院は、共同診療計画の作成や研修、

含同カンフアレンス等、地域の医療機関を支援していく。

緩和医療的な視点からは、地域においても広く適切な緩和ケアが提供できるよう、

拠点病院が医師向け緩和ケア研修を実施することにより、かん医療に携わる医師に
・

広く緩和ケアの技術、視点を広めていくとともに、緩和ケア病棟や地域の中小病院

においては、専門的な緩和ケアの提供、病状急変時の緊急入院やレスパイト対応の

ための一時入院受け入れや在宅療養患者への後方支援を行う。また、在宅療養支援

診療所などかかりつけ医が中心となり、看取りも含めた在宅での療養・緩和ケアを

実施するなど役割分担に基づき患者が望む療姜生活の実現を図る。

具体的な役割分担を踏まえ、治療的な側面では、都内共通の地域連携クリティカ

ルバス「東京都医療連携手帳」を活用した連携を推進し、緩和医療については、今

年度設置予定の「東京都がん対策推進協議会・緩和ケアのあり方検討部会」におい

てさらに具体的な支援、取組を検討する予定である

こうした、二次医療日の枠にとらわれない患者中心のネットワークを構築するこ

とより、都民に安心を与えるがん医療提供体制が整備されると考える。



○

○

○

○

放射線治療に力を入れていており、2003年に国内初のヨウ素 125シード線源
永久挿入による小線源療法を実施し、その後 5年間で 1,000例を越す症例を
有すぅなど、前立腺がんをはじめ、小線源治療の実績は全国トップクラス。
日本がん治療認定医、放射線腫瘍学会認定、病理専門医などがん治療にかか

る専門医が複数配置されている。

日本がん治療認定機構研修施設、 日本外科学会専P3医制度修練施設、 日本
冒癌学会胃癌全国登録事業参加施設、日本軍し癌学会認定施設、日本緩和医療

学会研修施設等、各学会から認定を受けている。

平成 20年 4月から東京都認定がん診療病院として認定されており、相談支
援、院内がん登録、東京都医療連携手帳等を活用した地域連携に積極的に取
り組んでいる。                       ´

○ 地1或の医療従事者を対象として「地域医療カンファレンス」(月 1回 )を開
催し、がん登録などの情報提供等を行うとともに、緩和ケアについては「城

南エリア緩和ケアカンフアレンス」を主催する等、定期的な勉強会や情報交

換を行っている。

○ 区西南部二次医療圏内における患者住所地別流入割合をみると、東京医療セ

ンターでは渋谷区 0.5%、 日黒区・世田谷区 79.1%であるのに対し、既指定
がん診療導携拠点病院である日本赤十字医療センターでは渋谷区 22.0%、 日

黒区 。世田谷区 14.0%で あり、患者の受療動向からみても、地願的に日本赤

十字医療センターと分担しつつ、地域のがん医療の中核を担っている。

<参考>
区西南部における拠点病院 。認定病院を中心とした医療連携の取組

○ がん診療連携拠点病院である日本赤十字医療センターと東京都認
定がん診療病院である国立病院機構東京医療センター・」R東京
総合病院の医療連携室の実務担当者が中′いとなって、東京都医療

連携手帳の活用に向けて、二次医療圏共通の運用方法について協

議する等、地域連携について連携をとりながら進めている。

① 緩和ケア (緩不0ケアチーム、緩和ケア外来等)の取組状況
② 相談支援体制

③ 院内がん登録の実施状況

④ 特定機首:病院を指定する場合は放射線療法部門及び化学療法部門の設置状況
⑤ 専P3的ながん医療の提体状況 (新入院がん患者数、治療実績等)
⑥ 地域の医療機関への診療支援、連携体制 (研修実績、医療連携の取組等)
⑦ 既指定病院については、拠点病隅としての取組実績

上記の取組状況を確認するため、各病院に対して都臓員によるヒアリングを実施
し、選者委員会において、ヒアリング結果や各病院の取組状況等について総合的に
評価を行つたうえで、東京都における拠中病院の推薦施設を選考した。

(1)独立行政法人国立病院機構東京医療センターの推薦について

ア 所在する日域の特徴

イ 推薦理由
○診療実績        ′

区西南音Bの患者を中心に、がん全般にわたり高い治療実績
・新入院がん患者数 3,703人/年、悪性腫瘍手術件数 273件/4ヶ月

病床数 780床

年間新入院がん患者数 (割合) 3,703人 (22_4%)/′ 年

年間外来がん患琶延数 66,086人 /年

悪性腫瘍手術総数 273件/4ヶ月

故射線治療 (体外照割)【思者実数】 756人/年

イヒ学療法総数 (入院)【延べ患者数〕 483人/4ヶ月

化学療法総数 (外来)【延べ思者数】 370人/4ヶ 月
緩ネ0ケアチーム新規依頼件数 20件/2ヶ 月

40談支援センター相談件数 208件/2ヶ 月

ｒ
一
一
―

ｌ
一
１ヽ 医療日名 構成区

人□
(20.101)

面積
てknド)

病院数

(20_10.1)

診療所

(2010,1)
病院病床数

(20_10_1)

人□ 10万対
病院病床数

区西南部
目黒 。世田谷

・渋谷
1,334,942 8789 1,615 11,570 SS6_7



(3)東京医科大学病院の推薦について

ア 診療実績

都内の患者を中lbに、がん全般にわたり高い治療実績

・新入院がん患者数 5,486人/年、悪性腫瘍手術件数件 730/4ヶ 月

病床数 1,015床

年間新入院がん思者数 (割合) o,486人 (273%)/年

年間外来がん患者延数 95,207人 /年

悪性睡癌手術総数 730件/4ヶ月

放射線治療 (体外照射) 【患者実数】 684人/年

化学療法総数 (入院)【延べ患音数】 520人/4ヶ月

イじ学療法総数 (外来)【延べ患者数】 998人/4ヶ月

緩和ケアチーム新規依頼件数 7件/2ヶ月

相談支援センター相g炎件数 82件/2ヶ月

○ 早期がんへの低侵襲治療 (腹腔鏡下手術や早期肺がんへの内視鏡レーザー手

術等)とともに進行がんへの集学的治療の実施とともに、日本で初めて前立
腺がんへのロボット支援手術を開始するなど先進医療への積極的な取組も

実施。総含病院として、合併症にも幅広く対応。

○ 日本がん治療認定医、がん薬物療法専PB医、放射線腫瘍学会認定、病理専門

医などがん治療にかかる専P3医が複数配置されている。

○ 平成 20年 4月から東京都認定がん診療病院として認定されており、相談支

援、院内がん登録、東京都医療連携手帳等を活用した地域連携に積極的に取

り組んでいる。

○ 高度な医療、豊富な症例を活かし、地域の医療機関に対し、早期診断に関す

る研修や含同カンフアレンス等を多数開催する等、地域の医療機関への支援

に積極的に取り組んでいる。

，
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(2)慶應義塾大学病院の推薦について

ア 所在する日域の特徴      `

イ 推薦理由
○ 診療実績

都内だけでなく他県からの患者流入も多く、がん全般にわたり高い治療実績
。新入院がん患者数 6,407人/年、悪性腫瘍手術件数 732件 /4ヶ月

病床数 1,061床

年間新入院がん思者数 (割合) 6,407人 (260%)/年

年間外来がん患者延数 121,094人ノ/年

悪性腫瘍手術総数 732件/4ヶ月

放射線治療 (体外照射)【患者実数】 921人/年

:し学療法総数 (入院)【延べ患者数】 514人/4ヶ月

1じ学療法総数 (タト来)【延べ思者数】 541人/4ヶ 月

緩和ケアチーム新規依頼件数 34件/2ヶ月

相談支援センター相談件数 664件/2ヶ月

〇 年間の患者数及び症例数が非常に多く、都内だけでなく、全国の患者へ高度

かつ専門的ながん医療を提供

○ 低侵襲治療により患者への負担が少ない治療を選択するほか、外来化学療法

については、今後 60床に増床予定であり患者本位の治療を実施。
○ 外来化学療法部門、放射線治療部門、緩和医療部門、がんリハビリテーショ

ン部門、低侵襲療法研究開発部門からなる腫瘍センターの設置により、診療

科の垣根を越えた院内の連携体制を構築。

○ がんプロフェッショナルプランによるがん専門医の量成のほか、がん専門看

護師やがん薬物療法認定薬剤師などコメディカルも含め、人材育成への積極

的な取組。

○ 全国を先導する「がんリハビリテーション」の積極的な取組

○ 平成 20年 4月から東京都認定がん診療病院として認定されており、相談支

援、院内がん登録、東京都医療連携手帳等を活用した地域連携に積極的に取

り組んでいる。

○ 高度な医療、豊富な症例を活かし、地域の医療機関に対し、早期診断に関す

る研修や合同カンフアレンス等を多数開催する等、地域の医療機関への支援

に積極的に取り組んでいる。

医療□名 構成区
人□

(20.10_1)

面積

(k rril

病院数

(20.10.1)

診療所
〈20_10.1)

病院病床数

(20.10.1)

人□ 10万対

病院病床数

区西部
新宿・中野

・杉並
1,168,346 67.84 1.438 10,905 933.4

<参考>
区西部における拠点病院・認定病院を中心とした医療連携の取組

○ 区西部において、がん診療連携拠点病院である東京女子医科大学病

院、東京都認定がん診療病院の慶応義塾大学病院、東京医科大学病

院、東京厚生年金病院の4病院が「がん医療ネットワーク」を立ち

上:ス 医療連携実務者が中心となり、相談支援や医療連携における

病院間の情報交換等、積極的な連携を行つている。

Oまた、区西部においては、東京都医療連携手帳の普及・促進に向け
て、4病院含同で地域の医療機関に対する説明会を開催する等、地
域連携の取組を積極的に行つている。
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院が認定病院として、地域のがん医療の中核となつて、今後ともがん医療連
:携を進めていく必要があるご

(5)東京都立多摩総合医療センターの推薦について

ア 所在する日域の特徴

イ 推薦理由
○診療実績

北多摩南音B及び隣接する北多摩西部の悪者を中心にがん全般にわたり高い

治療実績
。新入院がん患者数 4,429人 /年、悪性腫瘍手術件数 477件 /4ヶ月

届床数 789床

年間新入院がん患者数 (割合) 4.429 (25.0%)/年

年間外来がん患者延数 111,224人 /年

悪性層癌手術総数 477件 /4ヶ月

放射線治療 (体外照射)【思者実数】 622人/年

1ヒ学療法総数 (入院)【延べ患者数】 414人/4ヶ月

1ヒ学療法総数 (外采)【延べ思者数】 925人 /4ヶ月

銀和ケアチーム新規依頼件数 28件 /2ヶ 月

相談支援センター相談件数 229件 /2ヶ月

○ 早くから腹腔鏡手術に取り組んでおり、大腸癌 。胃癌・肝臓癌 (転移性宮む)

等へ積極的に取り入れている。食道癌に対しては、頚部 。開腹操作を先行さ

せた後縦隔経路・高位胸腔内吻含再建法を採用し、術後早期の退院が可能。

○ 新病院となつた平成 22年 3月 から、外来イヒ学療法センターを 8床から 27床

に拡充、リエアックを増設し、患者数や実施件数が増加している。

○ 院外患者からの相談件数の増加、がん患者ボランティアと協同した定期的な

患者サロン (週 2回のサロンと月 1回のミニ講習会)の実施など、相談支援
センターにおける積極的な取組がある。

○ 多摩地域唯―の都立総含病院として、多摩地域におけるがん治療の中核とし

て集学的治療を実施 (平成 22年 3月 1日に、都立府中病院から全面移転)

(4)公立昭和病院の推薦について

ア 所在する圏域の特徴

イ 推薦理由
○診療実績

北多摩北部の患者を中iいに、がん全般にわたり高い治療実績
。新入院がん患者数 2,411人 /年、悪性腫瘍手術件数  381件/4ヶ月

病床数 518床

年間新入院がん患者数 (割合) 2,411人 (211%)/年
´

年間タト来がん患者延数 27,108人 /年

悪性腫瘍手術総数 331件/4ヶ月

放射線治療 (体外照射)【思者実数〕 356人/4ヶ月

化学療法総数 (入院)【延べ患者数】 128人 /4ヶ月

化学療法総数 (外来)〔延べ患琶数】 201人/4ヶ月

緩和ケアチーム新規依頼件数 9件/2ヶ月

相談支援センター相談件数 734件/2ヶ月

○ 内視鏡手術による治療実績が多く、特に電がんについては、内視鏡的胃粘膜
下層剥離術を積極的に行つている。

OJヒ多摩北部圏域の基幹病院として、8市 (小金丼市、小平市、東村山市、東
久留米市、1清瀬市、東大和市、武蔵村山市及び西東京市)が共同で設置・
運営されているため、地域のニーズに迅速に対応できる体制となつている。
O圏域内に対応可能な病院が少ない前立腺がん、歯科。□腔外科、放射線治療
の紹介率が高く、地域の中核病院としてがん治療を行っている。

OJヒ多摩北部医療国内の医療機関に対し、得意分野等に関する調査を実施して  ′
相談対応に活用する等、相談支援や地域連携の積極的な取組を行つている。

○ 平成 22年 4月から東京都認定がん診療病院として認定されており、相談支
援、院内がん登録、東京都医療連携手帳等を活用した地域連携に積極的に取

り組んでいる

○ 平成 22年 8月 には、地域支援病院の承認を受けている。また、開放病棟を

有しているため、地以の患者の一時的な受入れや地域の医師と共同で診療す

る体制をとることも可能である
`01ヒ多摩北部は、現在、拠点病院に指定されている病院がない中、/AN立昭和病

医療日名 構成区
人□

(2010.1)

面積

(k市)
病院数
(2010.1)

診療所
(20101)

病院病床数

(20.10.1)

人口 10万対

病院病床数

1ヒ多摩北部

小平・東村山・

清瀬・東ス雪

米・西東京

717.598 7659 9,564 1332_3

医療日名 籠成区
人□

(20.10.1)

面積
(k市)

病院数

(20.10.1)

診療所

(2010_1)

病院病床数
(20.10.1)

人口 10万対
病院病床数

北多摩南部

武蔵野・三露・

府中・調市・小

金井・狛江

987,113 95.82 621 10,659




